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令和３年度財政援助団体監査報告書

第１ 監査の種類

地方自治法第 199 条第７項の規定による監査

第２ 監査の対象

団 体 社会福祉法人 狛江市社会福祉協議会

所管課 福祉保健部 福祉政策課

第３ 監査の範囲

令和２年度及び令和３年４月１日から９月30日までの補助金の執行状況等

第４ 監査の期間

令和３年９月 10 日から 12 月 23 日まで

［監査の実施日：令和３年 11 月 17 日］

第５ 監査の着眼点及び実施内容

監査にあたっては、狛江市監査基準に準拠し、財政援助団体及び所管課に

おいて、当該財政援助に係る出納その他の事務の執行が当該財政援助等の目

的に沿って行われているか等、次の事項を主眼に、提出書類、関係帳票類の

確認並びに関係職員からの説明を聴取するとともに、現地を実査することに

より実施した。

１ 所管課

⑴ 補助金の目的、基準は規則等により明確に定められているか。

⑵ 補助金の交付目的及び補助対象事業の内容は明確か。

⑶ 補助金の額の算定、交付手続及び交付時期等は適正か。

⑷ 補助金の効果、執行状況については実績報告書でなされているか、また、

その審査は適正か。

⑸ 補助金の交付団体への指導監督は適切に行われているか。

２ 財政援助団体

⑴ 補助事業は、目的に沿って適正かつ効率的に執行されているか。

⑵ 補助金に係る収支の会計処理は適正に行われているか。

⑶ 補助金に係る出納関係帳票の整理、記帳は適正に行われているか、また、

領収書等の証拠書類の整備、保存は適正か。

⑷ 実績報告書と決算に係る計算書類の金額等は符合しているか｡
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第６ 団体の概要

１ 名称 社会福祉法人 狛江市社会福祉協議会

２ 設立 昭和 45 年５月 22 日

昭和 49 年 12 月４日社会福祉法人認可

３ 所在地 東京都狛江市元和泉二丁目 35 番１号

４ 目的

東京都狛江市における社会福祉事業その他の社会福祉を目的とする事業

の健全な発達及び社会福祉に関する活動の活性化により、地域福祉の推進

を図ることを目的とする。

５ 事業内容

⑴ 社会福祉を目的とする事業の企画及び実施

⑵ 社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助

⑶ 社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び

助成

⑷ ⑴から⑶までに掲げるもののほか、社会福祉を目的とする事業の健全な

発達を図るために必要な事業

⑸ 保健医療、教育その他の社会福祉と関連する事業との連絡

⑹ 共同募金事業への協力

⑺ 老人居宅介護等事業の経営

⑻ 福祉サービス利用援助事業の経営

⑼ 生活福祉資金貸付相談事業

⑽ 受験生チャレンジ支援貸付事業

⑾ 障害福祉サービス事業の経営

⑿ 移動支援事業の経営

⒀ 特定相談支援事業の経営

⒁ 障害児通所支援事業の経営

⒂ 障害児相談支援事業の経営

⒃ 生活支援体制整備事業

⒄ その他この法人の目的達成のため必要な事業

６ 役員等

会 長 １人

副 会 長 ２人

常務理事 １人

理 事 ７人

評 議 員 16 人

監 事 ２人
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７ 組織

狛江市社会福祉協議会は役員等 29 名、職員 103 名（事務局長１名等）で

構成されている。

評議員選任・

解任委員会

評議員

副会長

会長

常務理事

監事

理事
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８ 市との関係

地域福祉の充実を図るため、行政と連携して福祉活動の推進に取り組む

社会福祉法人狛江市社会福祉協議会に対して、狛江市補助金等交付規則、

社会福祉法人狛江市社会福祉協議会補助金交付要綱及び狛江市福祉有償運

送事業補助金交付要綱等に基づき補助をしている。

９ 狛江市社会福祉協議会補助金の状況（福祉政策課所管分）

（単位：円）

※令和３年度分は、交付決定額

令和２年度 令和３年度

社会福祉協議会運営事業 71,162,000 70,207,000

電話訪問サービス事業 171,890 277,000

在宅福祉サービス事業 17,025,574 20,977,000

福祉有償運送事業 ― 9,015,000

交付確定（決定）額 88,359,464 100,476,000
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第７ 監査の結果

社会福祉法人狛江市社会福祉協議会及び福祉保健部福祉政策課において、

補助対象事業に係る出納その他の事務の執行について、提出資料、関係帳票

類の確認並びに関係職員からの説明を聴取して監査を実施した。その結果を

以下に述べる。

社会福祉法人狛江市社会福祉協議会（以下「社会福祉協議会」という。）

は、社会福祉法第 109 条に規定されている「地域福祉の推進を図ることを目

的とする団体」であり、営利を目的としない民間組織である。昭和 45 年５月

22 日に任意団体として設立され、昭和 49 年 12 月４日に社会福祉法人として

認可された。

社会福祉協議会は、社会福祉を目的とする事業の企画及び実施、社会福祉

に関する活動への住民の参加のための援助、社会福祉を目的とする事業に関

する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成等、地域福祉の推進を図ること

を目的として幅広い活動を行っているところである。

社会が複雑化していく中、社会福祉協議会に求められる役割はますます増

大している状況であるが、今後とも、社会福祉協議会の基本理念《「であい・

ふれあい・ささえあい」のまち、一人ひとりが主役になるまち、誰もが安心

して暮らせるまち》のもと、狛江市民が住み慣れたまちで安心して暮らして

いくことができるよう、引き続き、市、地域の社会福祉事業経営者、福祉活

動を行う方々等との連携を図りながら、地域福祉の推進に努めていただきた

い。

なお、社会福祉協議会及び福祉保健部福祉政策課については、以上のとお

り監査した限りにおいて、当該財政的援助等に係る出納その他の事務の執行

が当該財政的援助等の目的に沿って行われているものと認められるものの、

一部において改善、検討すべき事項が見受けられた。以下、改善、検討を要

する事項を述べる。

１ 補助金交付要綱について

社会福祉法人狛江市社会福祉協議会補助金交付要綱において、補助対象経

費として掲げられている「ボランティアのまちづくり事業」及び「福祉教育

推進事業」については、平成 28 年４月に設置された狛江市市民活動支援セン

ターの指定管理業務として事業実施されているとのことであった。そのこと

から、補助対象事業では無くなっているとのことから、実態に即した要綱に

改められたい。

２ 事業実績報告書について

令和２年度事業実績報告書において、補助金等交付額欄に実績報告額が記

載されていた。本来であれば、実績報告を受け、市が事業内容を審査後に最

終の補助金額が確定されるものであることから、補助金の運用に則した記載

内容に改められたい。
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３ 事務処理について

社会福祉協議会において、提出を受けた令和２年度決算報告書及び貸借対

照表の記載に一部誤りが見受けられたことから、適切な事務処理に努められ

たい。

４ 寄附金について

社会福祉協議会において、主な収入の一つに寄附金収入がある。寄附者に

ついては社協だよりに掲載しているとのことであったが、その後の寄附の使

途については、現在、周知等していないとのことであった。核家族化が進ん

でいる中、寄附の使途についても周知することにより、必要性・重要性等が

認知され寄附による支えあう意識の醸成にもつながっていくと考えられる。

このことから、より効果的な周知方法等について、今後検討されたい。


